
  

令和３年度沖縄県若年性認知症支援推進事業  

若年性認知症支援者研修会 オンライン開催 報告書 

 

1. 研修会名:「令和３年度沖縄県若年性認知症支援推進事業 若年性認知症支援者研修会」 

  

2.目的：孤立しやすい若年性認知症の一人ひとりが、その状態に応じた切れ目のない適切な支

援が受けられることを目的とする。若年性認知症支援コーディネーターの役割と支援

・課題について周りに知って頂き、若年性認知症の支援連携のイメージが出来ること

を目指す。 

 

3.主催：沖縄県（受諾 特定医療法人アガペ会） 

 

4.対象：若年性認知症の相談窓口職員（市町村役場担当職員・地域包括支援センター職員・認知

症地域支援推進員・認知症初期集中支援チーム員・介護支援専門員・医療機関相談員・介

護保険事業所の相談員など）、医療・福祉・就労関係者等 

 

 

5.方法：沖縄県若年性認知症支援推進事業について 

    ①相談対応・本人とご家族の居場所づくり、②ネットワークの構築、③若年性認知症の

理解を深めるための普及啓発活動、支援者研修会・一般講演会の開催について説明を

実施する。 

 

6.日時：①令和 4 年 2 月 28 日（月） 14:00～16:00（入室 13：45～） 

     ②令和 4年 3月 3日（木）  14:00～16:00（入室 13：45～） 

      同じ研修を①②の日程で、２回開催致します。 

 

７．開催形式：①②Ｚｏｏｍ（①②各先着100名） 

 

８．参加費：無料 

 

９．申し込み方法：日付毎に申込フォームの QR コードを作成して、実施要項へ貼付け。 

  又、特定医療法人アガペ会のホームページから申込みできるよう準備した。 

  

10．プログラム 

司会進行・講師：若年性認知症支援コーディネーター 

内容：若年性認知症支援コーディネーターの役割と支援・課題について 

 内 容 

１ 役割について ３本の事業の柱・役割とは？ 

２ 支援について 支援の取組と現状について 

３ 課題について 関係機関との支援連携の課題について 



  

  

11. 資料： 

  当日の資料は開催前の2月24日（木）頃、特定医療法人アガペ会のホームページへ掲載予定

と案内を行なう。 

    

12.広報 

・県高齢福祉課：「若年性認知症支援者研修会要項」を市区町村の関係機関（行政・地域包

括支援センター）・福祉関係機関へ FAX 案内 

・県内認知症疾患医療センターへ広報メール送る。 

 

11. 申込人数  ①令和 4 年 2 月 28 日 ： 12 団体 19 名 

        ①令和 4 年 3 月 3 日 ： 23 団体 44 名 

               

12. 参加人数  ①11 団体  16 名  

（行政４団体：８名、包括 5 団体６名、介護保険事業所１団体 2 名） 

① 22 団体  38 名 

（疾患医療センター4 団体：5 名、行政 4 団体：13 名、包括 11 団体：14 名 

      医療 1 団体：1 名、介護保険事業所 1 団体：2 名、相談支援センター1 団体：3 名） 

 

    

13. アンケート結果   回答 35 名  回収率 64.8％ 

  アンケート集計は別紙添付しています。 

 

16. 主催者の所感 

新型コロナウィルスの緊急事態宣言・蔓延防止対策期間などがあり、上半期は直接会場を

押え、開催の状況判断を県の担当者と行なっていましたが、下半期にネットワーク会議・一

般講演会・支援者研修会と続けて開催の準備等に追われる形となり、対応に追われた。新型

コロナウィルスの影響で、専門職にはオンライン研修が根付き、アンケートの結果でも分る

ように、場所を移動せずに参加出来る等のメリットから今後もオンライン研修が主流となり

つつある。 

若年性認知症の支援では、高齢者にはない①経済的支援、②就労支援、③子どもの支援の

集中支援をした後に、居住区の地域包括支援センターや就労支援事業所、介護保険事業所・

ケアマネージャー等につないでいくが･･･引き継ぎをした途端に連絡が来ない、相談もなく通

所始めて直ぐに通所中断となっていて自宅で一人過ごしていることが判明したりする事例が

続いた。 

今年度の研修では、若年性認知症支援コーディネータの業務について周りに周知を行ない、

実際の支援でどのように周りと支援連携するのかの方向性を示すと共に、課題共有すること

で、支援の方向性が見える化を目指した。また、次の支援者に引き継いでも、当事者が 65 際

到達前経過を追って確認していること、多職種の後方支援を担うなどの情報を説明すること

に重点をおいた。今後も、若年性認知症の支援はコーディネーター独自だけでは困難であり、

生活拠点の行政・地域包括支援センターや関係機関の相談対応力向上を目指していく。 



  

オンライン研修を行なうにあたり、一人で運営等研修会を進めるにあたり、参加者の確認

等が難しかった。研修が終了したらアンケートが立ち上がるように、設定して準備したが、

①2 月 28 日開催の参加者 7 人の記載データーしかクラウド上に残っておらず･･･後日、Google

にてアンケート・QR コードを再作成し参加者全員に再度、アンケートの依頼をするなどの対

応に追われた。オンライン開催はメリットも大きいが、準備したことが上手く進まないなど

のデメリットも大きいと感じた。 

研修内容はアンケートの結果から、理解を得られたと解釈している。 
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